
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間 個票 

 

許認可等の内容 情報公開の請求に対する決定 

根拠法令及び条項 君津郡市広域市町村圏事務組合情報公開条例第６条 

標

準

処

理

期

間 

根拠条項 君津郡市広域市町村圏事務組合情報公開条例第１２条 

 

設定等年月日 平成１５年２月２８日 

 

標準処理期間 １４日以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審

査

基

準 

根拠条項 君津郡市広域市町村圏事務組合情報公開条例第５条及び第７

条 

参考事項 君津郡市広域市町村圏事務組合情報公開条例施行規則 

設定等年月日 平成１５年２月２８日 

【基準】 

１情報の開示を請求できるもの 

(１) 圏域内に住所を有する者 

(２) 圏域内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

(３) 圏域内に存する学校に在学する者 

(４) 圏域内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

(５) 前各号に掲げるもののほか、圏域内の市において納税義務のある者 

 

２開示しないことができる情報 

(１) 個人に関する情報（公務員（国家公務員法（昭和 22年法律第 120号）第

２条第１項に規定する国家公務員及び地方公務員法（昭和 25 年法律第 261

号）第２条に規定する地方公務員をいう。）の公務に関する情報及び当該情報

に記載された特定個人に関する情報並びに事業を営む個人の当該事業に関

する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記

述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合するこ

とにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は

特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の

権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令（法律、法律に基づく命令（国が定める告示、通達及び通知を含む。）、

条例及び規則（地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の４第２項

に規定する規程を含む。以下同じ。）の規定により又は慣行として公にされ、

又は公にすることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護することが客観的に明白であり、

公にすることが公益上特に必要であると認められる情報 

(２) 法人その他の団体（国及び地方公共団体（関係市を除く。）を除く。以下

「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情



報であって、公にすることにより当該法人等又は当該事業を営む個人の競争

上若しくは事業運営上の地位に不利益を与え、又は社会的信用を損なうと認

められるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある危害から人の生命、身

体又は健康を保護することが客観的に明白であり、公にすることが公益上

特に必要であると認められる情報 

イ 違法若しくは不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある侵

害から人の財産又は生活を保護することが客観的に明白であり、公にする

ことが公益上特に必要であると認められる情報 

ウ ア又はイに掲げる情報に準ずる情報であって、公にすることが公益上特

に必要であると認められる情報 

(３) 公にすることにより、人の生命、身体、財産及び社会的な地位の保護、

犯罪の予防、犯罪の捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるお

それがある情報 

(４) 組合及び国、他の地方公共団体、その他公共団体、公共的団体又は組合

の執行機関の附属機関（これに類するものを含む。）の内部又は相互間におけ

る審議、検討又は協議等に関する情報であって、公にすることにより、率直

な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に

住民（圏域以外の地方公共団体の住民を含む。）の間に混乱を生じさせるおそ

れ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがある

もの 

(５) 実施機関及び関係市が行う監査、検査、入札、交渉、争訟、試験、人事

等の事務事業に関する情報であって、当該事務事業の性質上、公にすること

により、実施機関及び関係市と関係者との信頼関係が損なわれると認められ

るもの、当該事務事業若しくは将来の同種の事務事業の実施目的が失われる

おそれのあるもの又は当該事務事業若しくは将来同種の事務事業の公正若

しくは円滑な執行に支障が生ずると認められるもの 

(６) 関係市の固有情報で、当該関係市の情報公開条例において、非開示とさ

れる情報 

 

 


